
証券コード　4366
2022年６月８日

株 主 各 位
大阪市鶴見区茨田大宮三丁目１番７号

代 表 取 締 役 永 松 真 一

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区城見二丁目１番61号

ツイン21　ＭＩＤタワー20階　第８会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

※　今後の状況により場所の変更が生じる場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイトにおいてお知らせいたします。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第76期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人お
よび監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第76期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
定款の一部変更の件
取締役４名選任の件

     

第76期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り有難くお礼申しあげます。
　さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　なお、新型コロナウイルスの感染症予防および拡散防止のため、株主の皆様に
おかれましては、可能な限り同封の議決権行使書をご返送いただくか、インター
ネットにより議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。お手数なが
ら、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、後述のご案内に従って、2022年６
月23日（木曜日）午後５時20分までに議決権を行使いただきたくお願い申しあげ
ます。

敬　具
記

４. 招集にあたっての決定事項
　代理人により議決権行使をされる場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代
理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提
出が必要となりますのでご了承ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、新型コロナウイルス感染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、マ
スク着用などの感染防止にご配慮いただき、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会
場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.daitochemix.co.jp/）に掲載
させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださ

い。

同封の議決権行使書用紙に

議案に対する賛否をご表示

のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、

議案の賛否をご入力くださ

い。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月24日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

2022年６月23日（木曜日）

午後５時20分到着分まで

2022年６月23日（木曜日）

午後５時20分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第３号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第１、２号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権

行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行

使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力する

ことなく議決権行使ウェブサイトにログインす

ることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが

PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ

遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　9:00～21:00）
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（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワク
チン接種が進み、緊急事態宣言が解除されるなど回復基調となったものの、
感染力の強い変異株による世界的な感染拡大、原油高に伴うエネルギー価格
や原材料費の上昇など、先行き不透明な状況で推移しました。
　当社グループの化成品事業に関連する半導体業界は、パソコン、スマート
フォン、データサーバー、５Ｇ高速通信、車載用などの半導体需要の増加に
より、引き続き堅調に推移いたしました。
　フラットパネルディスプレイ業界は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う
巣ごもり需要は落ち着いたものの、液晶・有機ＥＬディスプレイともに需要
は堅調に推移いたしました。
　写真業界では、新型コロナウイルス感染症に対する規制緩和に伴う各種イ
ベント等の再開の影響を受け、インスタント写真の需要が回復いたしまし
た。
　印刷業界では、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い減少していたオフ
ィス向け需要は規制緩和に伴い回復基調にあります。しかしながら、インク
ジェットなどのホームユース向け需要は鈍化いたしました。
　医薬品業界では、世界医薬品市場は拡大しており、国内医薬品市場も前年
より、増加に転じました。
　環境関連事業につきましては、産業廃棄物処理分野では、半導体産業に関
連する製造業が好調であったことにより、排出量が増加いたしました。化学
品リサイクル分野では、電子部品関連が生産調整の影響により、前年度並み
の低調な動きで推移いたしました。しかしながら、リユース、リサイクルへ
の関心は、引き続き高くなってきております。
　このような環境のもとで当社グループは、2020年３月期をスタートとする
５ヵ年の中期経営計画を策定し、その目標達成に向けて、各種施策に取り組
んでおります。特に、先端の半導体用感光性材料、フラットパネルディスプ
レイ周辺材料、機能性材料、医薬中間体の新製品開発、廃棄物処理、リサイ
クルの特殊技術開発などに積極的に取り組みました。
　その結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比15.3％増の161
億34百万円となりました。経常利益は、前連結会計年度比42.2％増の17億51
百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会
計年度比45.0％増の15億83百万円となりました。
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［セグメント別の概況］

化成品事業

　当事業の売上高は、前連結会計年度比16.4％増の145億96百万円となりま

した。

① 電子材料

　半導体用感光性材料は、主力製品が堅調に推移したことにより、販売数

量、売上高ともに増加いたしました。フラットパネルディスプレイ用材料

は、主力製品の需要の増加により、販売数量、売上高ともに増加いたしま

した。

　この結果、電子材料の売上高は、前連結会計年度比9.6％増の99億90百

万円となりました。

② イメージング材料

　フィルム用材料は、需要の増加により、販売数量、売上高ともに増加い

たしました。写真材料は、新型コロナウイルス感染症対策の緩和に伴う需

要回復により、販売数量、売上高ともに増加いたしました。また、印刷材

料に関しても需要回復傾向であり、販売数量、売上高ともに増加いたしま

した。

　この結果、イメージング材料の売上高は、前連結会計年度比72.2％増の

32億59百万円となりました。

③ 医薬中間体

　医薬中間体は、主力製品が堅調に推移したものの、アビガン中間体の製

造を終えたことにより、販売数量、売上高ともに減少いたしました。

　この結果、医薬中間体の売上高は、前連結会計年度比17.8％減の10億28

百万円となりました。

④ その他化成品

　その他化成品は、販売数量、売上高ともに増加いたしました。

　この結果、その他化成品の売上高は、前連結会計年度比16.3％増の３億

18百万円となりました。

環境関連事業

　当事業の売上高は、前連結会計年度比5.2％増の15億38百万円となりま

した。

① 産業廃棄物処理分野

　受託量の増加により、売上高は増加いたしました。

　この結果、産業廃棄物処理分野の売上高は、前連結会計年度比4.8％増

の10億60百万円となりました。

② 化学品リサイクル分野

　非電子部品関連が好調に推移し、電子部品関連も微増であったことか

ら、出荷量、売上高ともに増加いたしました。

　この結果、化学品リサイクル分野の売上高は、前連結会計年度比6.0％

増の４億77百万円となりました。
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区 分 売上高（百万円） 構　成　比（％）
前連結会計年度比
増 減 率 （ ％ ）

化 成 品 事 業 14,596 90.5 16.4

環 境 関 連 事 業 1,538 9.5 5.2

計 16,134 100.0 15.3

　事業部門別の状況は、次のとおりであります。

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は
17億11百万円となりました。
① 当連結会計年度中に完成した主要設備

化成品事業
当社福井工場 増床部分の生産設備
当社技術開発センター 分析機器の設置
当社静岡工場 電子材料生産設備の更新

② 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
化成品事業

当社福井工場 新工場建設
③ 重要な固定資産の売却、撤去、滅失

特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況
　設備資金や関係会社への投資などの所要資金は、自己資金および金融機関
からの借入金により賄いました。

区 分
第　73　期

(2019年３月期)

第　74　期
(2020年３月期)

第　75　期
(2021年３月期)

第　76　期
(当連結会計年度)
(2022年３月期)

売 上 高(百万円) 12,068 12,417 13,998 16,134

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(百万円) 619 524 1,092 1,583

１株当たり当期純利益 (円) 57.70 48.90 101.75 147.50

総 資 産
（ 純 資 産 ）

(百万円)
16,908
(11,050)

16,873
(11,406)

18,825
(12,758)

21,535
(14,284)

(4) 財産および損益の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
なお、期中平均株式数については、自己株式数を控除した株式数を用いております。
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(5) 対処すべき課題
　今後のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の収束を前提として経済
活動の回復が期待されるものの、ウクライナ情勢の深刻化や金融市場の変動
などもあり、引き続き先行き不透明な状態で推移するものと予想されます。
　このような環境ではありますが、当社グループは、引き続き新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響には十分注意を払いながら広く社会に必要とされる
製品を安定的に供給し、社会的責任を果たしていくために、企業体質の強化
を図ってまいります。
　そのため、当社グループは、経営理念・行動指針に基づき、安定的、持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指す2020年３月期をスタートとす
る５ヵ年の中期経営計画を策定しましたが、2022年３月期の業績を勘案し、
2022年５月に中期経営目標を上方修正いたしました。その結果、最終年度と
なる2024年３月期における業績目標を売上高200億円、経常利益13億円、経
常利益率６％以上とし、目標達成に向けて当社グループ一丸となってこの中
期経営計画に取り組んでいく所存です。
　具体的な取り組みとして、化成品事業では、顧客の要望にお応えするため
に研究から生産にいたるスピードの向上を図るとともに、満足いただける製
品・サービスの提供を推進してまいります。あわせて、当社の将来を担う新
規事業の創出として自社製品の開発を進めてまいります。
　そのために人材教育の強化、採用による人材の増強、研究機材の充実、外
部機関との連携など開発環境の整備に取り組みます。これらにより研究開発
を促進させて新規開発品の売上を増加させてまいります。また、収益性向上
のため、原料のグローバル調達、既存製品の製法改良等の技術改良、工場部
門の生産性向上など一層の原価低減を進め、需要拡大へ対応するための設備
投資も積極的に行ってまいります。
　環境関連事業では、ニーズの高まっているリユース、リサイクル事業を強
化することにより競争力を高め、事業拡大を図ってまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご指導を賜りますよ
うお願い申しあげます。

(6) 中期経営計画
　中期経営計画の概要は以下のとおりです。
中期経営方針
　社会、顧客が求める一歩先の製品・技術・サービスを提供することで更な
る信頼を獲得し、安定的・持続的に成長するスペシャリティ・ファインケミ
カル企業グループを目指す。

１. コーポレートガバナンス、コンプライアンスの充実・強化、製造、製
品の環境・安全（レスポンシブル・ケア）を重視したＣＳＲに取り組
み、サステナブルな社会を実現する。

２. 「ものづくり」メーカーとして、安全第一を基本に置き、ＱＣＤを大
切に迅速かつ丁寧に対応し顧客満足を上げていく。

３. 既存技術の総合力強化と新規技術を習得し、新規受託品、自社製品の
開発を進める。

４. 健全な財務体質を向上していくとともに、資源の有効活用を図ってい
く。

５. 困難な課題にもあきらめずに挑戦し、乗り切っていく。
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中期経営課題
１. 売上拡大と新製品開発のスピードアップ
２. 全体最適化での徹底した生産性向上
３. 設備投資を充実させ、安全、品質、生産性向上を推進
４. 人材育成・採用、社員教育の充実
５. すべてのコスト要素にメスを入れたコスト削減
６. グループ力を強化し、シナジー効果の最大化

経営目標
≪2023年度（2024年３月期）連結経営目標≫

売上高　　　２００億円
経常利益　　　１３億円
経常利益率　　　６％以上

分野における事業戦略
≪化成品事業≫

１. 電子材料分野
・先端フォトレジスト材料、ｉ線フォトレジスト用感光性材料、光酸発

生剤、低金属化ビジネスの受託拡大
・カラーフィルター用材料、有機ＥＬ材料の受託拡大、次世代表示材料
の受託

２. イメージング材料分野
・フィルム用材料、記録材料の受託拡大
・インスタントカラー用色材の増産

３. 医薬中間体分野
・既存製品の受注対応

４. その他化成品
・既存製品の安定供給と顧客拡大活動

５. 新規事業創出
・自社製品の開発促進

≪環境関連事業≫
・リサイクル分野の強化

資本政策と株主配当方針
　当社は、健全な企業経営に努めると共に、企業価値を高めることによっ
て、株主の皆様に利益還元を図っていくことが最も重要であると考えており
ます。また、利益配分につきましては、安定的な配当を念頭におき、当期の
業績、配当性向、今後の事業展開に備えた内部留保など総合的に勘案して決
定することを基本方針としております。

成長投資
１. 2023年度までの５年間で総額約80億円の設備投資を計画します。
２. 技術力の更なる向上を図るために売上高研究開発費比率８％以上を計

画します。
３. 持続的な成長と最適な組織運営を図るために５年間で約80名の要員を

採用します。
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会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

日本エコロジー株式会社 200 100.0
産業廃棄物の処理および化学品

のリサイクル

ディー・エス・エス株式会社 12 100.0
製造・物流・事務等の業務請

負、没食子酸誘導体の製造販売

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万ウォン ％

DAITO-KISCO Corporation 10,000 50.0 感 光 性 材 料 の 製 造 販 売

(7) 重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係

　該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

（注）連結ベースでの売上高は、161億34百万円（前連結会計年度比15.3％増）、親会社株主
に帰属する当期純利益は15億83百万円（前連結会計年度比45.0％増）であります。

③ その他の重要な企業結合の状況

事 業 主 要 製 品

化 成 品 事 業
半導体および液晶用感光性材料、印刷材料、写真材料、
機能性材料、医薬中間体、その他化成品

環 境 関 連 事 業 産業廃棄物の処理および化学品のリサイクル

(8) 主要な事業内容
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会 社 名 所 在 地

当 社
本社：大阪市鶴見区、東京オフィス：東京都中央区
技術開発センター：大阪府大東市
静岡工場：静岡県掛川市、福井工場：福井県福井市

日本エコロジー株式会社
本社：大阪市都島区、大阪工場：大阪市鶴見区
岸和田工場：大阪府岸和田市、明石工場：兵庫県明石市
営業部：大阪市都島区

デ ィ ー ・ エ ス ・ エ ス 株 式 会 社 本社：大阪市鶴見区

(9) 主要な営業所および工場

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 数

292名 （増）20名

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

218名 （増）19名

(10) 従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

（注）　従業員数には、臨時従業員を含んでおりません。
② 当社の従業員の状況

（注）　従業員数には、臨時従業員を含んでおりません。

借 入 先 借 　 入 　 残 　 高 （ 百 万 円 ）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,727

株 式 会 社 南 都 銀 行 890

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 640

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 545

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 165

(11) 主要な借入先

（注）上記金額には、社債（私募債）の未償還額を含んでおります。
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(1) 発行可能株式総数 47,900,000株

(2) 発行済株式の総数 11,200,000株（自己株式464,504株を含む）

(3) 株主数 3,250名

株 主 名 持 株 数（千株） 持 株 比 率 （ ％ ）

東 京 応 化 工 業 株 式 会 社 522 4.86

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 499 4.66

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 482 4.49

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ
Ｌ Ｉ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｄ  Ｏ Ｍ Ｎ Ｉ Ｂ Ｕ Ｓ
－ Ｍ Ａ Ｒ Ｇ Ｉ Ｎ （ Ｃ Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

440 4.11

富 士 フ イ ル ム 株 式 会 社 439 4.09

ダ イ ト ー ケ ミ ッ ク ス 取 引 先 持 株 会 422 3.93

竹 中 一 雄 380 3.54

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 371 3.46

ダ イ ト ー ケ ミ ッ ク ス 社 員 持 株 会 289 2.70

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 240 2.24

２. 会社の株式に関する事項(2022年３月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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氏 名 地 位 お よ び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

永 松 真 一
代表取締役執行役員社長
技術開発センター担当

南 　 修 一
取締役常務執行役員
管理部、ＱＡ・ＲＣ部担当

衛 藤 　 巧
取締役執行役員
工場担当

住　友　朱之助
取締役執行役員
営業部、業務部担当

山 田 基 昭 取締役
日本エコロジー株式会社
代表取締役社長

中　村　あつ子 取締役 株式会社ハル取締役副社長

島 巻 利 治 常勤監査役

草 尾 光 一 監査役

草尾法律事務所弁護士
大阪市立大学法科大学院非常勤講師
京阪ホールディングス株式会社
社外取締役監査等委員

飯 田 健 一 監査役

飯田会計事務所公認会計士・税理士
横山製薬株式会社社外監査役
株式会社セカンドオフィス社外監査役
株式会社タカチホ社外監査役
勝英電機株式会社社外監査役
関西超硬合金株式会社社外監査役

３. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等

（注）１. 取締役中村あつ子氏は、社外取締役であります。

２. 監査役草尾光一氏および飯田健一氏は、社外監査役であります。

３. 当社は取締役中村あつ子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

４. 監査役飯田健一氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計

に関する相当程度の知見を有しております。

５. 当事業年度中の地位・担当等の異動状況は、次のとおりであります。

・2021年６月24日をもって、永松真一は代表取締役執行役員社長から代表取締役執行

役員社長　技術開発センター担当になりました。

・2021年６月24日をもって、南修一は取締役執行役員　管理部、ＱＡ・ＲＣ部担当か

ら取締役常務執行役員　管理部、ＱＡ・ＲＣ部担当になりました。

・2021年６月24日をもって、衛藤巧は常勤監査役から取締役執行役員　工場担当にな

りました。

・2021年６月24日をもって、山田基昭は取締役常務執行役員　工場担当から取締役に

なりました。

６. 当事業年度中に就任した監査役は、次のとおりであります。

・2021年６月24日開催の第75期定時株主総会において、新たに島巻利治は監査役に選

任され、就任いたしました。
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区　　　　分
報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　　締　　役
（うち社外取締役）

115
（5）

78
（4）

36
（0）

－
（－）

6
（1）

監　　査　　役
（うち社外監査役）

24
（9）

21
（8）

3
（1）

－
（－）

4
（2）

合　　　　　計
（うち社外役員）

139
（15）

99
（13）

39
（2）

－
（－）

10
（3）

(2) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額

（注）１. 当社は2021年２月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の決定方針

を決議しております。

また取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容

の決定方法および決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合し

ていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

(1)基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

月例の固定報酬として役位ごとに職責に応じて他社水準、当社の業績、社員給与の水

準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

(2)業績連動報酬等の内容および額の算定方法の決定に関する方針

事業年度ごとの純利益を指標とし、期首に定めた計画の達成度合いに応じて総支給額

を決定し、役位に応じて按分した個別支給額を決定し、毎年、一定の時期に支給する

ものとする。

(3)基本報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決

定に関する方針

当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業の報酬水準を踏まえ、上

位の役位ほど報酬比率が高まる構成とし、取締役会が個人別の報酬等の内容を決定す

るものとする。

(4)取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

代表取締役がその具体的内容について委任をうけるものとする。その権限の内容は、

各取締役の基本報酬の額および賞与の報酬比率による配分とし、取締役会がその内容

を決定するものとする。また、業績の低迷等による取締役の報酬等の返還についても

同様の扱いとする。

２. 当事業年度末現在の役員の員数は、取締役６名（うち社外取締役１名）、監査役３名

（うち社外監査役２名）であります。

３. 業績連動報酬等にかかる業績指標は当期純利益であり、その実績は14億62百万円であ

ります。当該指標を選択した理由は、企業価値の持続的向上を図り、株主利益を高め

るためであります。

４. 取締役の報酬限度額は、2017年６月23日開催の第71期定時株主総会決議において年額

１億50百万円以内（うち社外取締役分20百万円以内）と決議いただいております。

当該株主総会終結時点での取締役の員数は、５名であります。

５. 監査役の報酬限度額は、2017年６月23日開催の第71期定時株主総会決議において年額

80百万円以内（うち社外監査役分15百万円以内）と決議いただいております。

当該株主総会終結時点での監査役の員数は、３名であります。
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６. 2013年６月25日開催の第67期定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役の役

員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役および監査

役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を

各氏の退任時に贈呈することを決議いたしております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、業務行為に
起因する会社または株主、第三者（会社以外の全ての者、株主も含む）から
の賠償請求に対し生ずることのある損害を当該保険契約により補填すること
としております。被保険者は当社の全ての役員であり、保険料は特約部分も
含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありませ
ん。

(4) 社外役員に関する事項

取締役　中村　あつ子

① 重要な兼務先と当社との関係

　当社は、株式会社ハルとの間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

　取締役会に出席した際は必要の都度、経営者としての立場から発言
されました。当事業年度に開催した取締役会への出席は13回中12回で
ありました。
　主に会社経営を含めた幅広い知見と経験から、客観的、中立的な立
場で、当社の経営に対する有用な提言、助言などを行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任
限度額としております。

監査役　草尾　光一

① 重要な兼務先と当社との関係

　当社は、草尾法律事務所、大阪市立大学法科大学院および京阪ホー
ルディングス株式会社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

　取締役会および監査役会に出席した際は必要の都度、法律家として
の立場から発言されました。当事業年度に開催した取締役会への出席
は13回中13回でありました。また監査役会への出席は14回中14回であ
りました。
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③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任
限度額としております。

監査役　飯田　健一

① 重要な兼務先と当社との関係

　当社は、飯田会計事務所、横山製薬株式会社、株式会社セカンドオ
フィス、株式会社タカチホ、勝英電機株式会社および関西超硬合金株
式会社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

　取締役会および監査役会に出席した際は必要の都度、公認会計士、
税理士としての立場から発言されました。当事業年度に開催した取締
役会への出席は13回中13回でありました。また監査役会への出席は14
回中14回でありました。

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任
限度額としております。

支 払 額 （ 百 万 円 ）
・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

・当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上
の利益の合計額

23百万円

４. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

東陽監査法人

(2) 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、従前の監査および報酬実績の推移ならび
に報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ
で、報酬等の額は、妥当と判断し同意いたしました。

３．上記報酬以外に前任の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人に対して、引継ぎ
業務に係る報酬２百万円を支払っております。

(4) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。
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(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認め
られる場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計
監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

５. 業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制
①「企業倫理・法令遵守・リスク管理規程」、および行動規範となる「コ

ンプライアンス基準」を定め、役員・社員はこれに従って業務を執行す
る。

②「企業倫理・法令遵守・リスク管理委員会」を設置し、コンプライアン
スに関する重要な問題を審議する。

③当社の社員、子会社の社員、社外の利害関係者も対象とした社内通報制
度を設け、適切に運用する。なお、通報者に対し不利益な取り扱いを行
うことを禁止する。

④執行役員社長直轄の監査室は、各部門の業務執行およびコンプライアン
スの状況等について定期的に監査を実施し、その結果を執行役員社長お
よび常勤監査役に報告する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、「文書

管理規程」に従いこれらを保存、管理する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①事業活動全般に係る個々のリスクについて、各規程に従いリスク管理体
制を構築・運用する。

②不測の事態が発生した場合には、執行役員社長あるいは事業所長を本部
長とする対策本部を設置し、損害・影響額を最小限にとどめる体制を構
築・運用する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①市場環境変化に対する迅速な意思決定を図るため、執行役員制度を導入

し、職務執行権限と責任を執行役員へ委譲する。
②取締役会は、原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目についての意思
決定を行うとともに、執行役員以下の職務執行の状況を監督する。

③経営効率を向上させるため、経営会議や部長会などの社内会議体を設
け、その会議の目的に合わせた効率的な会議運営を行う。

④取締役、執行役員およびその他使用人の職務分掌と権限を社内規程で明
確にし、適正かつ効率的に職務が行われる体制を確保する。
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(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
①子会社の経営について「子会社管理規程」を定め、その自主性を尊重し

つつ、定期的に事業内容の報告を受け、重要案件については、事前協議
を行い、業務の適正を図る。

②子会社に対しても、「企業倫理・法令遵守・リスク管理規程」、「コン
プライアンス基準」を適用して、子会社の役員・社員にもそれにしたが
って業務を執行することを求める。

③執行役員社長直轄の監査室が、子会社に対しても、職務執行状況を監査
する。

④子会社が作成する経営計画について報告を受けるとともに、当社が保有
する機能、資産を効率的に活用できるようにする。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項、および使用人の取締役からの独立性に関する事項
①監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、遅滞

なく対応するとともに、その職務を遂行するために十分な体制を構築す
る。

②監査役の職務を補助すべき使用人は監査役の指揮命令に従うものとし、
取締役等の指揮命令は受けない。

③監査役の職務を補助すべき使用人の処遇については、監査役会と協議し
て行う。

(7) 取締役および使用人が監査役または監査役会に報告するための体制、その
他の監査役への報告に関する体制
①監査役は、取締役、社員の業務執行状況を把握するため、取締役会へ出

席し、また常勤監査役は、経営会議他の重要会議に出席し必要に応じて
説明を求める。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締
役および社員に対して報告を求めることができる。なお、報告者に対し
不利益な取り扱いを行うことを禁止する。

②取締役は、企業倫理、法令遵守、リスク管理に関し、当社の業務または
業績に影響を与える重要な事項について、遅滞なく監査役に報告する。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①代表取締役は、監査役と適宜会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に

関する意見交換などを行い、意思の疎通を図る。
②監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるととも

に、情報の交換を行うなど連携を図る。
③監査役がその職務の執行につき当社に対して費用の前払い等の請求をし

たときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に
必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとす
る。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　金融商品取引法の定めにより、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に
行われる体制を整備し、会計監査人との連携を図り、財務報告の信頼性と適
正性を確保する。
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(10)反社会的勢力の排除に向けた体制
①反社会的勢力に対しては、管理部に情報を収集し対応する。
②反社会的勢力とは、取引関係をはじめとする一切の関わりを排除したう

えで、企業活動における社会的責任を果たしていくことを基本方針とす
る。

③警察署や顧問弁護士等の外部専門機関と反社会的勢力に関して連携を図
る。

６. 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社では、「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）」に
基づき、企業集団の業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用
に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は以下の通りであり
ます。
(1) 取締役の職務執行に関する事項

　当社の取締役会は、社外取締役１名を含む取締役６名で構成し、監査役３
名も出席した上で開催し、執行役員以下の職務執行を監督いたしました。ま
た、取締役会は、執行役員を選任し、各執行役員は、各自の権限および責任
の範囲で職務を執行いたしました。

(2) 監査役の職務執行に関する事項
　監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、原則として監査役会を月１
回開催し、監査役間の情報共有を行い会社の状況を把握し、意見交換および
協議を行いました。さらに、取締役会等に出席するとともに、取締役および
使用人と意思疎通を図り、監査室および会計監査人と連携し、必要に応じて
説明報告を求め意見を述べるなどにより、取締役および使用人の職務の執行
状況を監査いたしました。

(3) 監査室の監査に関する事項
　監査室は、執行役員社長の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社
内規程等の遵守状況について各部門を対象とした監査を実施し、その結果お
よび改善状況を執行役員社長および常勤監査役に報告いたしました。

(4) 子会社の管理に関する事項
　子会社については、「子会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社経営
会議において審議し、子会社の適正な業務運営および当社による実効性のあ
る管理の実施に努めました。

(5) コンプライアンス管理に関する事項
　コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンスに関する行動規範
等を定めた「コンプライアンス基準」の社内広報による全社員への定期的な
周知を図りました。

７. 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関
する基本方針については、特に定めておりません。
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他
　

11,785

3,423

2

4,281

632

1,767

1,518

35

81

41

9,750

6,600

1,450

1,412

171

2,820

20

726

86

63

23

0

3,062

2,866

45

30

120
　

流 動 負 債 4,906

支払手形及び買掛金 1,489

短 期 借 入 金 900

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 189

１年内返済予定の長期借入金 680

リ ー ス 債 務 7

未 払 法 人 税 等 159

未 払 消 費 税 等 26

契 約 負 債 9

賞 与 引 当 金 384

役 員 賞 与 引 当 金 63

未 払 金 852

そ の 他 145

固 定 負 債 2,343

社 債 268

長 期 借 入 金 1,930

リ ー ス 債 務 14

繰 延 税 金 負 債 84

退職給付に係る負債 30

そ の 他 15

負 債 合 計 7,250

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 13,301

資 本 金 2,901

資 本 剰 余 金 4,421

利 益 剰 余 金 6,228

自 己 株 式 △249

その他の包括利益累計額 982

その他有価証券評価差額金 949

為替換算調整勘定 33

純 資 産 合 計 14,284

資 産 合 計 21,535 負 債 及 び 純 資 産 合 計 21,535

連 結 貸 借 対 照 表

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 16,134

売 上 原 価 13,205

売 上 総 利 益 2,929

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,165

営 業 利 益 1,763

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 37

不 動 産 賃 貸 料 10

補 助 金 収 入 8

雑 収 入 32 89

営 業 外 費 用

支 払 利 息 21

為 替 差 損 18

固 定 資 産 除 却 損 32

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 21

雑 損 失 7 101

経 常 利 益 1,751

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,751

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 243

法 人 税 等 調 整 額 △75 168

当 期 純 利 益 1,583

親会社株主に帰属する当期純利益 1,583

連 結 損 益 計 算 書

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,901 4,421 4,795 △248 11,868

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △150 △150

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,583 1,583

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,433 △0 1,433

当 期 末 残 高 2,901 4,421 6,228 △249 13,301

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 877 12 889 12,758

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △150

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,583

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

72 20 93 93

当 期 変 動 額 合 計 72 20 93 1,526

当 期 末 残 高 949 33 982 14,284

連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の数　２社
　　　　子会社すべてを連結しています。
　　　連結子会社名
　　　　日本エコロジー株式会社、ディー・エス・エス株式会社
２. 持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数　１社
　会社名
　　DAITO-KISCO Corporation

３. 連結子会社等の決算日等に関する事項
連結子会社等の決算日は、DAITO-KISCO Corporationを除き、すべて連結決算日と一

致しております。DAITO-KISCO Corporationの決算日は12月31日であり、連結計算書類
の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に重要な取引が
生じた場合には、連結上必要な調整を行っております。

４. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券
　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法によっております。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。)
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。
② デリバティブ

　時価法によっております。
③ 棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産
主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）によっております。
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
　主として、定率法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　  ６～60年
機械装置及び運搬具　  ３～10年
工具器具及び備品　　  ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

当社および国内連結子会社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ
いては、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権および破産更生債権等について
は、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
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② 賞与引当金
当社および国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、過去の支給実績

を勘案し当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上しております。
③ 役員賞与引当金

当社および国内連結子会社は、役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に
おける支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理の方法
　数理計算上の差異については、発生時の連結会計年度末に全額を費用処理しており
ます。

(5) 収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用し

ており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス
と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

①　化成品の製造・販売
当社およびディー・エス・エス株式会社は、化成品メーカーおよび商社を主な得意

先として、電子材料、イメージング材料、医薬中間体、その他化成品の製造・販売を
行っております。

これらの取引については、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務とし
ており、国内販売においては、原則として製品の納入時点において支配が顧客に移転
して履行義務が充足されると判断していることから、当時点において収益を認識して
おりますが、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時に収益を認識しております。輸出販売においては、主にイ
ンコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益
を認識しております。

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額
等を控除した金額で算定しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概
ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

②　産業廃棄処理
日本エコロジー株式会社は、各種メーカーおよび産業廃棄物処理業者を主な得意先

として、産業廃棄物処理を行っております。
これらの取引においては、主に受託した産業廃棄物（廃液）を中和無害化処理する

ことを履行義務としており、原則として中和無害化処理が完了した時点で履行義務が
充足されると判断していることから、当時点において収益を認識しております。

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額
等を控除した金額で算定しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概
ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

なお、産業廃棄物処理における日本エコロジー株式会社の役割が代理人に該当する
取引については、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で認識
しております。
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③　化学品リサイクル
日本エコロジー株式会社は、化成品メーカーを主な得意先として、化学品リサイク

ルを行っております。
これらの取引においては、主に受託した有機溶剤をリサイクル処理して顧客へ納品

することを履行義務としており、原則としてリサイクル製品の納入時点において支配
が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当時点において収
益を認識しておりますが、国内の受託先においては、出荷時から当該製品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。

取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額
等を控除した金額で算定しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概
ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(6) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、持分法適用の在外関連会社の資産および負債は、
在外関連会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めてお
ります。

(7) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段………為替予約
　ヘッジ対象………外貨建債務および外貨建の予定取引

③ ヘッジ方針
社内規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリスクを軽減する

ために、為替予約を行っております。為替予約については、実需の範囲内で行うこと
としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして

判断しております。
(8) のれんの償却方法および償却期間

　のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により
償却しております。ただし、金額に重要性が乏しい場合には、発生年度に全額償却して
おります。

(9) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 連結納税制度の適用

　当社および国内連結子会社は、連結納税制度を適用しております。
② 連結納税制度から単体納税制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社および国内連結子会社は、翌連結会計年度よりグループ通算制度へ移行しない
旨の届出をしております。それに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産および繰延税
金負債の額については単体納税制度に基づいた額としております。
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会計方針の変更に関する注記
１. 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサー
ビスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ
る金額で収益を認識することとしております。

これにより、日本エコロジー株式会社における一部の産業廃棄物処理における収益に
ついて、従来は、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しておりましたが、顧客へ
の財又はサービスの提供における日本エコロジー株式会社の役割が代理人に該当する取
引については、顧客から受け取る額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認
識することとしております。

この結果、収益認識会計基準等の適用による、当連結会計年度の損益に与える影響は
軽微であります。また、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

２. 時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準
第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第
44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方
針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、当連結会計年度に係
る連結計算書類への影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
１. 当社福井工場に係る有形固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　減損損失　　　  －百万円
　　有形固定資産　 281百万円

　当連結会計年度において、医薬中間体分野の収益性の悪化により、当社福井工場におい
て同分野の製品を製造する資産グループについて減損の兆候があると判断いたしました
が、当該資産グループの正味売却価額が帳簿価額を上回っていることから、減損損失を計
上しておりません。ただし、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスク
に鑑みて開示項目として識別しております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　算出方法

当該資産グループの正味売却価額を算定するにあたり、土地及び建物については外
部の不動産鑑定士によって行われた不動産鑑定評価額を基礎として評価しておりま
す。

②　主要な仮定
　不動産鑑定評価には原価法が適用され、主要な仮定は土地の更地価格であります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である土地の更地価格は不動産市況により左右されることから、正味売
却価額の見積りには不確実性が存在し、正味売却価額が変動することにより、固定資
産の減損の認識の判定および減損損失の算定に重要な影響を与える可能性がありま
す。
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有形固定資産 1,760百万円
投資有価証券 1,515百万円

計 3,276百万円
上記に対応する債務
短期借入金 800百万円
長期借入金 1,920百万円
（１年内返済予定分を含む）
　計 2,720百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 27,039百万円

DAITO-KISCO Corporation 1,396百万円

２. 繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産（純額）45百万円
　　（繰延税金負債と相殺前の金額は364百万円であります。）
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法
　　繰延税金資産は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金に対して、将来の収
益力に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税
所得の見積りは、翌連結会計年度の事業計画を基礎としております。

②　主要な仮定
　　課税所得の見積りの基礎となる翌連結会計年度の事業計画における主要な仮定は、
当社グループにおける売上高の予測であります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　主要な仮定である売上高は、見積りの不確実性が高く、売上高が変動することに伴
い、課税所得の見積額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要
な影響を与える可能性があります。事業計画の前提となっている翌連結会計年度の売上
高が減少した場合には、繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があります。

３. 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響
　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大は、現時点では当社グループの事業活動に対
する影響は軽微であるため、今後の業績についても重要な影響は及ぼさないことと仮定
して、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

連結貸借対照表に関する注記
１. 担保に供している資産

３. 保証債務
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
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普通株式 11,200,000株

決 議 株式の種類
配当金の総
額（百万円）

配当の原資
1 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年 ６ 月 2 4 日
定時株主総会

普 通 株 式 75 利益剰余金 7 2021年３月31日 2021年６月25日

2 0 2 1 年 1 0 月 2 7 日
取 締 役 会

普 通 株 式 75 利益剰余金 7 2021年９月30日 2 0 2 1年 1 2月 7日

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総
額（百万円）

配当の原資
1 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効力発生日

2 0 2 2 年 ６ 月 2 4 日
定時株主総会

普 通 株 式 75 利益剰余金 7 2022年３月31日 2022年６月27日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

２. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については

銀行等金融機関からの借入および社債の発行による方針であります。
(2) 金融商品の内容および当該金融商品に係るリスクならびにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該
リスクに関しては、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行う
とともに、取引先の信用状況を毎年把握する体制をとり、リスク低減を図っておりま
す。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されております。当該リスクに関しては、四半期ごとに上場株式は時価の把握、その
他は発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、定例報告等によって取締役会に報告
しております。

短期借入金は、主に営業取引に係る運転資金の調達であります。長期借入金および社
債は、主に設備投資に係る資金調達であり、返済日および償還日は最長で決算日後５年
であります。金利の変動リスクに関しては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の
固定化を図るために、個別の契約ごとに原則固定金利での契約を利用しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)投資有価証券 1,902 1,902 ―

資産計 1,902 1,902 ―

(1)社債 457 456 △1

(2)長期借入金 2,610 2,584 △25

負債計 3,067 3,041 △26

　区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

　株式 1,902 ― ― 1,902

２. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれ

らの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には
含まれておりません。

（単位：百万円）

（注）１．「現金及び預金」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入
金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
するものであることから、記載を省略しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額49百万円）および関連会社株式（連結貸借対照表
計上額914百万円）は、市場価格がないため「(1)投資有価証券」には含めておりませ
ん。

３．「(1)社債」には、１年内償還予定の社債（189百万円）を含めて記載しております。
４．「(2)長期借入金」には、１年内返済予定の長期借入金（680百万円）を含めて記載し
ております。

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：百万円）
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　区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債

長期借入金

―

―

456

2,584

―

―

456

2,584

報告セグメント

化成品事業 環境関連事業 計

電子材料 9,990 － 9,990

イメージング材料 3,259 － 3,259

医薬中間体 1,028 － 1,028

その他化成品 318 － 318

産業廃棄物処理 － 1,060 1,060

化学品リサイクル － 477 477

顧客との契約から生じる収益 14,596 1,538 16,134

外部顧客への売上高 14,596 1,538 16,134

１. １株当たり純資産額 1,330円59銭
２. １株当たり当期純利益 147円50銭

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リス

クを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合想定される利率

で割り引いた方法で算定しており、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「４.会計方針に関する事項　(5)収益及び費用

の計上基準」に記載の通りであります。

１株当たり情報に関する注記
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他
　

11,240

3,107

4,024

529

1,782

1,499

26

75

110

81

1

8,844

4,987

885

157

1,345

12

155

1,704

726

86

63

23

3,770

1,951

1,611

75

45

30

56
　

流 動 負 債 4,546

買 掛 金 1,451

短 期 借 入 金 800

１年内償還予定の社債 189

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 630

未 払 金 863

未 払 費 用 106

未 払 法 人 税 等 137

契 約 負 債 9

賞 与 引 当 金 308

役 員 賞 与 引 当 金 39

そ の 他 11

固 定 負 債 1,911

社 債 268

長 期 借 入 金 1,530

退 職 給 付 引 当 金 22

繰 延 税 金 負 債 84

長 期 未 払 金 6

負 債 合 計 6,457

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 12,677

資 本 金 2,901

資 本 剰 余 金 4,421

資 本 準 備 金 4,421

利 益 剰 余 金 5,604

利 益 準 備 金 127

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,476

別 途 積 立 金 1,500

繰 越 利 益 剰 余 金 3,976

自 己 株 式 △249

評価・換算差額等 949

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 949

純 資 産 合 計  13,627

資 産 合 計 20,084 負 債 及 び 純 資 産 合 計 20,084

貸　借　対　照　表

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －



（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 14,479

売 上 原 価 12,099

売 上 総 利 益 2,379

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 946

営 業 利 益 1,433

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 110

不 動 産 賃 貸 収 入 24

補 助 金 収 入 8

雑 収 入 36 181

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17

為 替 差 損 18

固 定 資 産 除 却 損 30

雑 損 失 7 74

経 常 利 益 1,539

特 別 利 益

子 会 社 債 務 免 除 益 2 2

税 引 前 当 期 純 利 益 1,542

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 150

法 人 税 等 調 整 額 △70 80

当 期 純 利 益 1,462

損　益　計　算　書

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,901 4,421 4,421 127 1,500 2,663 4,291 △248 11,365

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △150 △150 △150

当 期 純 利 益 1,462 1,462 1,462

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 1,312 1,312 △0 1,312

当 期 末 残 高 2,901 4,421 4,421 127 1,500 3,976 5,604 △249 12,677

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 877 877 12,242

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △150

当 期 純 利 益 1,462

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

72 72 72

当 期 変 動 額 合 計 72 72 1,384

当 期 末 残 高 949 949 13,627

株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブ

　時価法によっております。

(3) 棚卸資産

　通常の販売目的で保有する棚卸資産

　総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法によっております。

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　６～47年

構築物　　　　　６～60年

機械及び装置　　５～８年

(2) 無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く） ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権および破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、過去の支給実績を勘案し当事業年度の負担すべき

支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しておりま

す。
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(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産

に基づき計上しております。

　退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理の方法

数理計算上の差異については、発生時に全額を処理しております。
４. 収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用して
おり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交
換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

５. 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

６. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………為替予約

ヘッジ対象………………外貨建債務および外貨建の予定取引

(3) ヘッジ方針

　社内規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリスクを軽減するた

めに、為替予約を行っております。為替予約については、実需の範囲内で行うこととし

ております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

７. 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

８. 連結納税制度から単体納税制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度よりグループ通算制度へ移行しない旨の届出をしております。それ

に伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の額については単体納税制度に基

づいた額としております。
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会計方針の変更に関する注記
１. 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービス
の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識することとしております。これによる、当事業年度に係る計算書類への
影響はありません。

２. 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、当事業年度に係る計算

書類への影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
１. 当社福井工場に係る有形固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　減損損失　　　  －百万円

　　有形固定資産　 281百万円

　当事業年度において、医薬中間体分野の収益性の悪化により、当社福井工場において同

分野の製品を製造する資産グループについて減損の兆候があると判断いたしましたが、当

該資産グループの正味売却価額が帳簿価額を上回っていることから、減損損失を計上して

おりません。ただし、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクに鑑みて開示項

目として識別しております。
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

２. 繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　繰延税金資産（純額）－百万円

　　（繰延税金負債と相殺前の金額は318百万円であります。）
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

３. 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響

　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大は、現時点では当社の事業活動に対する影響は軽

微であるため、今後の業績についても重要な影響は及ぼさないことと仮定して、繰延税金資

産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
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有形固定資産 1,760百万円

投資有価証券 1,515百万円

計 3,276百万円

上記に対応する債務

短期借入金 800百万円

長期借入金 1,920百万円

（１年以内返済予定分を含む）

2,720百万円

日本エコロジー株式会社
DAITO-KISCO Corporation

350百万円
1,396百万円

　計 1,746百万円

短期金銭債権 286百万円

長期金銭債権 75百万円

短期金銭債務 130百万円

売上高 540百万円

仕入高 1,074百万円

営業取引以外の取引による取引高 97百万円

普通株式 464,504株

貸借対照表に関する注記
１. 担保に供している資産および対応する債務

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　24,114百万円

３. 保証債務

　　　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

４. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

損益計算書に関する注記
１. 関係会社との主要な取引高

営業取引による取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における自己株式の種類および株式数
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棚卸資産 55百万円

賞与引当金 94百万円

繰越欠損金 239百万円

投資有価証券評価損 22百万円

減損損失 390百万円

ゴルフ会員権評価損 26百万円

関係会社株式評価損 60百万円

その他 49百万円

繰延税金資産小計 939百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △70百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △550百万円

　評価性引当額小計 △621百万円

繰延税金負債との相殺 △318百万円

繰延税金資産の純額 ―百万円

前払年金費用 9百万円

その他有価証券評価差額金 394百万円

　繰延税金負債小計 403百万円

繰延税金資産との相殺 △318百万円

繰延税金負債の純額 84百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に

関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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　子会社および関連会社との取引に関する注記 （単位：百万円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引の金額 科 目 期 末 残 高

子会社
日本エコロジー

     株式会社

所有

直接　100.0％

資金の貸付

設備等の賃貸

債務保証

役員の兼任

　　　2名

貸付資金の回

収

(注）2

50

短期貸付金お

よび長期貸付

金

150

利息の受取

(注）2
1 － ―

子会社債務免

除益

(注）3

2 未収入金 2

債務保証

(注）4
350 － ―

関連会社
DAITO-KISCO

　Corporation

所有

直接　50.0％

　製品の販売

原料の仕入

債務保証

役員の兼任

　　　3名

製品の販売

(注）2
540 売掛金 131

原料仕入

(注）2
142 買掛金 15

債務保証

(注）4
1,396 － ―

１. １株当たり純資産額 1,269円38銭

２. １株当たり当期純利益 136円26銭

関連当事者との取引に関する注記

（注）１. 取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれて

おります。

２. 取引条件および取引条件の決定方針等

(1)製品の販売、原料の仕入については、一般の取引条件と同様に決定しており

ます。

(2)資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定し実施して

おります。

３. 当社は日本エコロジー株式会社が単体納税を採用していた場合の法人税相当額を

収受することとしております。

４. 当社は日本エコロジー株式会社およびDAITO-KISCO Corporationの借入金に対して

債務保証を行っております。なお、保証料の受取は行っておりません。

１株当たり情報に関する注記
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独立監査人の監査報告書

2022年５月19日

ダイトーケミックス株式会社

取　締　役　会　御　中

東　陽　監　査　法　人
大阪事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡本　徹

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山本　恵二
　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ダイトーケミックス株式会社の
2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、ダイトーケミックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

　以　上
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独立監査人の監査報告書

2022年５月19日

ダイトーケミックス株式会社

取　締　役　会　御　中

東　陽　監　査　法　人
大阪事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岡本　徹

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山本　恵二
　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ダイトーケミックス株式会
社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな　
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論

は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第76期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務
および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会
社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、使用人等からその構築および
運用状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締
役等および東陽監査法人から、当該内部統制の評価および監査の状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個
別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容お

よび取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制も含

め、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認め

ます。

(3)連結計算書類の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認め

ます。

2022年５月25日

ダイトーケミックス株式会社　監査役会

常勤監査役 島 巻 利 治 ㊞

社外監査役 草 尾 光 一 ㊞

社外監査役 飯 田 健 一 ㊞
　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は健全な企業運営に努めるとともに、企業価値を高めることによっ

て、株主の皆様への利益還元を図っていくことが最も重要であると考えてお

ります。

　剰余金の配当につきましては、安定的な配当を念頭に置き、総合的に勘案

して行うこととしております。

　この配当方針と今後の事業展開等を勘案して、当期の期末配当につきまし

ては、次のとおりとさせていただきたく存じます。

　期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は75,148,472円となり、中間配当金として

７円をお支払しておりますので、当期の年間配当金は１株につき14円と

なります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月27日といたしたいと存じます。
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現行定款 変更案
（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）
第15条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事
業報告、計算書類および連結
計算書類に記載または表示を
すべき事項に係る情報を、法
令に定めるところに従いイン
ターネットを利用する方法で
開示することにより、株主に
対して提供したものとみなす
ことができる。

＜削除＞

＜新設＞ （電子提供措置等）
第15条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類等の
内容である情報について、電
子提供措置をとる。

　　２　当会社は、電子提供措置をと
る事項のうち法務省令で定め
るものの全部または一部につ
いて、議決権の基準日までに
書面交付請求をした株主に対
して交付する書面に記載する
ことを要しないものとする。

第２号議案　定款の一部変更の件
１．変更の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条
ただし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、
株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を
変更するものであります。

（1）変更案第15条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報につい
て、電子提供措置をとる旨を定めるものであります。

（2）変更案第15条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記
載する事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

（3）株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行
定款第15条）は不要となるため、これを削除するものであります。

（4）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるもので
あります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現行定款 変更案
＜新設＞ 附則

（株主総会資料の電子提供に関する経
過措置）
第１条　定款第15条（株主総会参考書

類等のインターネット開示と
みなし提供）の削除および定
款第15条（電子提供措置等）
の新設は、2022年９月１日か
ら効力を生ずるものとする。

　　２　前項の規定にかかわらず、
2022年９月１日から６カ月以
内の日を株主総会の日とする
株主総会については、定款第
15条（株主総会参考書類等の
インターネット開示とみなし
提供）は、なお効力を有す
る。

　　３　本条の規定は、2022年９月１
日から６カ月を経過した日ま
たは前項の株主総会の日から
３ヵ月を経過した日のいずれ
か遅い日後にこれを削除す
る。
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候補者
番 号

ふ　　　 り　　　 が　　　 な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

１

すみ

住

 

　

 

 
とも

友

 

　

 

 
あけ

朱

 

 
の

之

 

 
すけ

助
（1964年９月30日生）

1992年７月　当社入社

2008年４月　当社静岡工場副工場長

2011年２月　DAITO-KISCO Corporation理事

2016年３月　当社営業部長

2019年４月　当社執行役員営業部長、

業務部担当

2020年４月　当社執行役員

営業部、業務部担当

2020年６月　当社取締役執行役員

営業部、業務部担当（現任）

8,200株

取締役候補者とした理由

　住友朱之助氏は、当社の製造部門、販売部門の責任者を務めるなど、当社の業務全

般について豊富な経験、実績、見識を有しており、引き続き経営の意思決定と監督

の遂行を期待し、取締役候補者といたしました。

２

みなみ

南  　　　
しゅう

修

 

 　
いち

一
（1963年１月25日生）

1987年３月　当社入社

2009年４月　当社大阪工場長

2012年９月　当社ＱＡ・ＲＣ部長

2013年４月　当社管理部長

2016年４月　当社執行役員管理部長

2019年６月　当社取締役執行役員

管理部、ＱＡ・ＲＣ部担当

2021年６月　当社取締役常務執行役員

管理部、ＱＡ・ＲＣ部担当

（現任）

13,400株

取締役候補者とした理由

　南修一氏は、当社の製造部門、管理部門の責任者を務めるなど、業務全般について

豊富な経験、実績、見識を有しております。引き続き経営の意思決定と監督の遂行

を期待し、取締役候補者といたしました。

第３号議案 取締役４名選任の件

　現在の取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

す。つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

ふ　　　 り　　　 が　　　 な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

３

え

衛 　
とう

藤  　　　
たくみ

巧

（1961年７月８日生）

1986年３月　当社入社

2004年４月　当社ＱＡ・ＲＣ推進部長

2011年４月　当社福井工場長

2015年６月　日本エコロジー株式会社

取締役（岸和田工場長、大阪工場長）

2017年４月　当社特命事項担当

日本エコロジー株式会社

取締役（非常勤）

2017年６月　当社常勤監査役

2021年６月　当社取締役執行役員

工場担当（現任）

21,600株

取締役候補者とした理由

　衛藤巧氏は、当社の品質保証部門、製造部門の責任者を務めるなど、品質管理業

務、製造業務全般に関する経験、実績、見識を有し、さらに監査役を経験してお

り、引き続き経営の意思決定と監督の遂行を期待し、取締役候補者といたしまし

た。

４

なか

中

 

　

 

 
むら

村

 

　

 

 
あ

あ

 

 
つ

つ

 

 
こ

子
（1958年９月４日生）

1982年４月　株式会社ヤラカス館入社

1986年２月　アン企画創業

1989年２月　株式会社アンティム代表取締役

2009年４月　大阪府都市魅力創造局副理事兼

都市魅力課長

2011年９月　大阪府立大学観光産業戦略研究所客

員研究員

2012年４月　株式会社ハル取締役副社長（現任）

2015年６月　当社社外取締役（現任）

         （重要な兼職の状況）

株式会社ハル取締役副社長

1,600株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

　中村あつ子氏は、会社経営を含めた幅広い知見と経験を有しており、業務執行を行

う経営陣から独立した立場で、取締役会において的確な提言、助言をいただいてお

ります。これらの経験と実績を活かし、社外取締役として客観的、中立的な立場

で、当社の経営に対する有用な提言、助言などを期待し、引き続き社外取締役候補

者といたしました。
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（注）１. 中村あつ子氏が取締役副社長を務める株式会社ハルと当社との間には、特別な関係は
ありません。
中村あつ子氏以外の各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２. 中村あつ子氏の戸籍上の氏名は、中村敦子であります。
３. 中村あつ子氏は、社外取締役候補者であります。
４. 中村あつ子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の

時をもって７年となります。
５. 独立役員の届出について

　当社は、中村あつ子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き
独立役員とする予定であります。

６. 責任限定契約について
　当社は中村あつ子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425
条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該
契約を継続する予定であります。

７．取締役候補者を被保険者とする役員等賠償責任保険契約について
　当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、業務行為に起因す
る会社または株主、第三者（会社以外の全ての者、株主も含む）からの賠償請求に
対し生ずることのある損害を当該保険契約により補填することとしております。被
保険者は当社の全ての役員であり、保険料は特約部分も含め会社が全額負担してお
り、被保険者の実質的な保険料負担はありません。また、次回更新時には同内容で
の更新を予定しております。

以　上
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メ　　モ



株主総会会場ご案内図

会　　場　大阪市中央区城見二丁目１番61号

ツイン21 ＭＩＤタワー20階　第８会議室
※　今後の状況により場所の変更が生じる場合は、インターネット上

の当社ウェブサイトにおいてお知らせいたします。
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ツイン２１
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２０階第８会議室

交通ご案内
●ＪＲ大阪環状線、東西線「京橋」駅西口より徒歩約５分
●京阪電鉄「京橋」駅片町口より徒歩約５分
●地下鉄長堀鶴見緑地線「大阪ビジネスパーク」駅④番出口より徒歩約３分
※ なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承くだ

さいますようお願い申しあげます。

＜新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ＞
　新型コロナウイルスの感染が広がっておりますので、本株主総会会場におい
て、感染予防のための措置を講じる場合もありますので、ご協力のほどお願い
申しあげます。
　また株主総会運営メンバーにおいてもマスクを着用して対応させていただく
予定でおります。
※ 本年度におきましても、株主総会にご出席の株主様へのお土産を取り止め

とさせていただきます。
　　何卒ご理解くださいますよう重ねてお願い申しあげます。


